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2019年３月期の決算概要（１）

2019/３
増減

経常収益
（一般企業の売上高）

515億円
前期比

＋８億円

経常費用（▲） 451億円
前期比

＋27億円

経常利益 64億円
前期比

▲19億円

当期純利益 49億円
前期比

▲4億円

＜ 決算サマリー（単体） ＞

２

2019/３
増減

コア業務粗利益 377億円
前期比

▲8億円

経費（▲）
（除く臨時費用処理分）

269億円
前期比

▲18億円

コア業務純益
銀行の本業収益指標

108億円
前期比

＋10億円

与信費用（▲） ▲17億円
前期比

▲38億円

有価証券関係損益 ▲59億円
前期比

▲68億円

経常利益 64億円
前期比

▲19億円

当期純利益 49億円
前期比

▲４億円

決算のポイント

2期連続で経常利益段階で増収減益

▶コア業務純益はコア業務粗利益の減少を経費の減少
でカバーし、本業部分の収益指標は増加

▶与信費用は戻入（17億円）
▶有価証券関係損益（▲59億円）

・国債等債券損益はポートフォリオの良質化の
ため、外債ファンドを売却

・株式等損益は含み損を抱えた株式・株式投信を
売却

【 コア業務純益ベース 】
→銀行の本業ベースの損益状況
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2019年３月期の決算概要（２）

総預金（期末残高） 2兆8,683億円
前期末比 ＋2.1％

貸出金（期末残高） 1兆8,461億円
前期末比 ＋2.6％

19,551 

6,940 

28,084

2,192 
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（億円）

その他
＋2.3％

法人預金
＋2.1％

個人預金
＋2.0％

28,683

9,827 

5,434 

17,983

3,200 
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20,000

’18/３ ’19/３

（億円）

公共向け
＋4.0％

個人ローン
＋4.0％

事業性貸出金
＋1.4％

18,461

増加 増加

３

有価証券残高 １兆869億円
前期末比 ＋4.5％

有価証券評価損益 368億円
前期末比 ＋9.2％

3,844 3,659 

494 466 

2,900 3,147 

1,497 
2,356 

1,658 
1,238 
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（億円）

10,396 10,869

その他 ▲185億円

株式 ▲28億円

社債 ＋247億円

地方債 ＋859億円

国債 ▲420億円

▲ 26
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（億円）
337 368

その他 ＋108億円

株式 ▲81億円

社債 ＋１億円

地方債 ＋14億円

国債 ▲11億円

増加
増加



Ⅱ．大分銀行の取り組み
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１ 新「中期経営計画2019」が開始

最終ステップの
経営計画

【基本テーマ】

【基 本 方 針】

【支 え る 柱】

【基本テーマ】

【基 本 方 針】

【重 要 課 題】

変革への挑戦～大分銀行はお客さまとの絆を強めます～

地域密着型金融の実践

①人財力・組織力の強化 ②経営体質の強化 ③営業基盤の強化

SPEED&CHALLENGE！

収益力の強化

①競争に打ち勝つ営業の実践 ②営業に注力できる事務態勢の構築

③挑戦、行動する人財の育成 ④成長に向けた経営基盤の強化

【基本テーマ】
【基 本 方 針】

【重 要 課 題】

Best Quality
ＣＳＶの実現

①高付加価値の実現に向けた営業の実践
②成長力と持続可能性を最大化する基盤の強化
③情熱を持って行動する人財の育成と組織力の向上

「地域密着化戦略」＝期間を定めず取り組む「経営戦略」
他行から容易に模倣されない競争優位性を確立し、持続的で卓越した収益力を実現

「長期経営計画2011」

スタート時点の当行

「長期経営計画2011」

終了時点の目指す姿

「長期経営計画2011」
（期間：2011～2021）

「
商
人
の
心
が
あ
ふ
れ
、

地
域
社
会
の
発
展
に
貢
献
す
る

絶
大
な
存
在
感
を
持
っ
た
銀
行
」

次期経営計画へ

中期経営計画
2011

中期経営計画
2014

中期経営計画
2016

中期経営計画
2019 「

長
期
経
営
計
画
２
０
１
１
」
の
ビ
ジ
ョ
ン

新たに取り組む「中期経営計画2019」は「長期経営計画2011」の最終ステップの経営計画

「長期経営計画2011」期間中（10年）の中期経営計画

はそれぞれ独立したものではなく、前段の中期経営計画

での取り組み事項をベースにステップアップ
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基本テーマ

２ 「中期経営計画2019」の概要

「中期経営計画2019」では、「CSV（共有価値の創造）」の取り組みを一段高いステージへ

ＣＳＶの進化

地域と共に価値を創造し、豊かな未来を切り拓く銀行

「中期経営計画2019」の体系図

ビジョン
（目指す姿）

基本方針

大前提：コンプライアンス

環境変化を先取りする

態勢の進化

高付加価値を実現する

営業の進化

重要課題１ 重要課題２

地方創生・地域活性化

重要課題３

進化を支える基盤の強化

全施策との連携

生産性向上

「中期経営計画2019」のポイント

「SDGｓ」と価値観を共有

ステークホルダーと共に、ステークホルダーにとって、

持続可能な社会の発展への貢献

経済的価値 社会的価値

地域と共に価値を創造し、豊かな未来を切り拓く銀行

ビジョンの実現

共有価値

中期経営計画2019のビジョン

ビジョンの価値とは…

＝

地方創生・地域活性化に帰結

全施策が生産性向上と連携

大分銀行グループの成長・発展は地域社会と一体の関係。
すべての施策が「地方創生・地域活性化」に帰結。
「地方創生・地域活性化」＝「使命」と捉える

「生産性向上」を「全施策との連携」が必要となる中核課題。
「生産性向上」の施策は、各重要課題の中に織り込む

POINT.１

POINT.３

POINT.２

実施期間 2019年4月1日～2021年3月31日（2年間）
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「地方創生・地域活性化」＝「大分銀行の使命」として、
地域の課題解決に向けた取り組みを実践していく

「地域のプラットフォーム」としての機能充実

（地域商社の活用等）

まちづくりへの主体的関与、連携による地域の面的活性化２

３

観光・農林水産等、特色ある地域の産業支援１

地域の産業支援と面的活性化に向けた主体的取り組み

中・長期的な取り組みを通じて

「地域経済の好循環」を創り出していく

21,428 
17,838 

15 
1,462 

0

10,000

20,000

30,000

雇用者所得 その他所得

所得（地域内勤務者ベース） 地域外からの流入

22,937 

9,210 
4,006 

3,114 

153 

4,437 

0

10,000

20,000

30,000

民間消費額 民間投資額 その他支出

地域外への流出

地域外からの流入

支出（地域内ベース）

【分配（所得）】

【支出】

924 

11,869 

26,473 

0

10,000

20,000

30,000

第一次産業 第二次産業 第三次産業

付加価値額（総額）

支出による生産への還流

3兆9,266億円

所得への分配

3兆9,266億円

（単位：億円）

（単位：億円）

地域経済循環率

96.4％

【生産（付加価値額）】

所得からの支出

4兆743億円

（単位：億円）

【大分県の地域経済循環図（2013年実績）】
（地域経済分析システム(RESAS)データ（2013年実績値）を基に作成）

継続している地域の主な課題

23,430 

21,612 

22,507 

70.6%

76.3%

70.3%

60%

65%

70%

75%

80%
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22,000

23,000

24,000

2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016

法人数 赤字法人比率

147 139 129 120 111 105 99 

664 616 581 552 523 481 445 

355 376 379 372 362 361 353 

30%
33%

35% 36% 36% 38% 39%

0%

15%

30%

45%
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1,000

1,500

2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045
0～14歳 15～65歳

65歳以上 65歳以上比率

高い赤字法人比率

悲観的な事業の将来性

人口の減少 高止まりする休廃業件数
主な課題

1
主な課題

2
主な課題

3
【大分県の将来推計人口】

（国立社会保障・人口問題研究所(2018)）（単位：千人） （単位：一社）
【大分県の法人数】
（国税庁 統計資料(2018)）

【大分県の倒産、休廃業・解散件数】
（帝国データバンク(2019)）（単位：一社）

58 65
50 40

55
36 33 38
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「地方創生・地域活性化」＝「大分銀行の使命」として、
地域の課題解決に向けた中・長期的な取り組みを継続して実践、「地域経済の好循環」を創出

大分銀行の使命「地方創生・地域活性化」３
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【アプリの特徴】

預金口座の残高

取引明細照会

スマート通帳

スマートフォンを通帳代わりにする

入出金情報などプッシュ通知

各種クーポン配信

新商品・サービス１～大分銀行アプリ～

スマートフォンを利用した各種サービスの充実・改善

個人のお客さま向けに

「大分銀行アプリ」をリリース

個人のお客さま向けに決済アプリ

「大分銀行PayB」をリリース
コンビニで扱っている各種料金について、スマート
フォンのバーコード読み取り機能により口座から
直接支払が可能

インターネットバンキングサービス

「おおいたぎんこうダイレクト」の機能強化
全銀モアシステムの開始に応じて、振込・振替を
24時間即時着金が可能

注）着金先銀行が全銀モアタイムシステム
に対応している場合

４
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新商品・サービス２～IT活用支援の強化～

業務効率化等の「守りのIT」化、先進的なIT活用等の「攻めのIT」化へのサービス提供

５

ロボットによる業務自動化に取り組む

RPA 導入支援

大分県内企業を対象に、大分銀行、OEC、NTTDATA、
PASONAの4社と連携して、RPAの導入支援を行い、企業
における間接業務を自動化することで、業務効率化・
生産性向上を支援

提案・導入コンサル

RPA操作人材提供RPAソフト提供・導入支援

Ｒ
Ｐ
Ａ
導
入

支
援
サ
ー
ビ
ス

クラウド会計ソフト

「大分銀行 With 会計フリー」提供

▶RPAとは？
→人間に代わりロボットがオペレーション

Freeeが提供する「クラウド会計ソフトfreee」を
大分銀行向けに開発
インターネットバンキングやクレジットカードと
クラウド会計ソフトをデータ連携させることで、
取引を自動取得、経理の手間を省き業務効率化

 あらゆるデータを人工知能で仕訳に変換

 会計と経理業務を一体化し、転記作業を排除
 クラウドを活用し、常に最先端のテクノロジーを提供
 リアルタイムで経営管理
 レポート自動生成、数字の見える化

▶会計ソフトfreeeとは？
→クラウドを活用した会計サービス
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大分銀行
香港駐在員事務所

大分銀行
法人営業支援部
国際営業室

タイ
・バンコック銀行

カンボジア
ミャンマー
マレーシア
インドネシア
・フォーバル

（コンサル会社）

中国
・交通銀行
・各南経営
（コンサル会社）

フィリピン
・メトロポリタン銀行
・貿易産業省（DTI)

メキシコ
・メキシコ州政府
・Banamex

経済ミッション

①貿易・海外進出に関する相談

②外国送金、輸入信用状等の外国為替取引の相談

③海外事業展開のための資金調達に関する相談

④海外の販路先・仕入先開拓の相談

⑤海外現地情報の提供、

弁護士・会計士など現地専門家の紹介

⑥海外出張、商談時のアテンド・通訳

⑦外国為替取引の本部集中業務

新商品・サービス３～海外進出サポート～６

ベトナム
・ベトコム銀行
・フォーバル

（コンサル会社）

海外進出サポート内容

お客さまのビジネスを世界につなげる海外進出サポート

海外展開の支援の一環としてアジアを中心に
頭取を団長として経済ミッション団を毎年派遣
・通常の視察では経験できない先への訪問
・団員間の異業種交流が可能

ぜひ、ご参加ください！！

法人のお客さまの海外展開をお手伝い

大分銀行の海外ネットワーク
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７ 地方創生への取り組み

地域のプラットフォーム地域商社「OitaMade」の活用、東九州地域の地方創生

地域のプラットホーム

地域商社「OitaMade」の活用

▶2017年 地域商社「OitaMade 株式会社」を設立支援

▶大分県内の優れた素材を商品化し、国内外に販売

【 事 例 】地場企業の技術を商品化

地場企業

長尾製作所（大分県佐伯市）
・精密板金加工業

▶長年の研究で
「天然藍で彩色した金属素材」を生み出す

①この技術を掘り起し
活用方法を検討

地場企業（大分県豊後高田市）
・文具や時計を販売

②活用を相談
セーラー万年筆の紹介

天然藍で彩色した万年筆
「JAPAN BLUE 万年筆」
を商品化

・OitaMadeで販売
・初回販売分完売
・追加生産中

③
ビ
ジ
ネ
ス
マ
ッ
チ
ン
グ
に
よ
り
、

技
術
を
生
か
し
た
万
年
筆
を
商
品
化

×包括連携
「地方創生に関する包括連携協定」

締結日 2019年3月28日

東
九
州
地
域
の
振
興

大分県

宮崎県

1. 広域連携による観光振興に関する分野

2. 地域ブランドの発信に関する分野

3. 地産外消の強化に向けた地域資源の活用に関する分野

4. 地域のお客さまの本業支援、課題解決に関する分野

5. その他、両県の地域経済の活性化に関する分野

上記の分野を中心として連携して地方創生に取り組む

東九州地域の地方創生

宮崎銀行との地方創生に関する連携

具体的な連携分野


